
総務企画委員会会議記録

総務企画委員長 三浦 正臣

１ 日 時

令和２年９月２４日（木） 午後１時３０分から

午後３時３４分まで

２ 場 所

第４委員会室

３ 出席した委員の氏名

三浦正臣、後藤慎太郎、古手川正治、嶋幸一、浦野英樹、羽野武男、荒金信生

４ 欠席した委員の氏名

な し

５ 出席した委員外議員の氏名

な し

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

総務部長 和田雅晴、企画振興部長 高屋博 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）第８０号議案のうち本委員会関係部分及び第８２号議案から第８６号議案までについて

は、可決すべきものといずれも全会一致をもって決定した。

（２）第４号報告及び第５号報告のうち本委員会関係部分については、承認すべきものといず

れも全会一致をもって決定した。

（３）請願８については、不採択とすべきものと全会一致をもって決定した。

（４）第８９号議案については、可決すべきものと商工観光労働企業委員会に回答することに

全会一致をもって決定した。

（５）陳情２０について、質疑を行った。

（６）大分県長期総合計画の実施状況について、公社等外郭団体の経営状況等について及び大

分県行財政改革アクションプランの取組結果についてなど、執行部から報告を受けた。

（７）閉会中の継続調査について、所定の手続を取ることとした。

（８）県外所管事務調査及び参考人の招致について協議した。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課委員会班 課長補佐（総括） 冨高徳己

政策調査課調査広報班 主事 麻生ちひろ



総務企画委員会次第

日時：令和２年９月２４日（木）１３：３０～

場所：第４委員会室

１ 開 会

２ 企画振興部関係 １３：３０～１４：４５

（１）付託案件の審査

第 ８０号議案 令和２年度大分県一般会計補正予算（第６号）

（本委員会関係部分）

（２）付託外案件の審査

陳 情 ２０ 大分県版まち・ひと・しごと創生事業について

（３）諸般の報告

①大分県長期総合計画の実施状況について

②公立大学法人大分県立芸術文化短期大学の経営状況を説明する書類の提出について

③公立大学法人大分県立芸術文化短期大学の令和元事業年度の業務実績に関する評価結

果について

④公益財団法人大分県芸術文化スポーツ振興財団の経営状況を説明する書類の提出につ

いて

⑤大分高速鉄道保有株式会社の経営状況を説明する書類の提出について

⑥大分航空ターミナル株式会社の経営状況を説明する書類の提出について

⑦株式会社大分フットボールクラブの経営状況について

⑧株式会社別府交通センターの経営状況について

⑨一般財団法人大分県自動車会議所の経営状況について

⑩ＪＲ久大本線の復旧について

（４）その他

３ 総務部関係 １４：４５～１６：１０

（１）合い議案件の審査（付託委員会：商工観光労働企業委員会）

第 ８９号議案 大分県産業振興条例等の一部改正について

（２）付託案件の審査

第 ４号報告 令和２年度大分県一般会計補正予算（第４号）について

（本委員会関係部分）

第 ５号報告 令和２年度大分県一般会計補正予算（第５号）について

（本委員会関係部分）

第 ８０号議案 令和２年度大分県一般会計補正予算（第６号）

（本委員会関係部分）

第 ８２号議案 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用等に関する条例の一部改正について

（福祉保健生活環境委員会及び文教警察委員会へ合い議）

第 ８３号議案 大分県税条例の一部改正について



第 ８４号議案 知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正について

（農林水産委員会へ合い議）

第 ８５号議案 大分県住民基本台帳法施行条例の一部改正について

（農林水産委員会へ合い議）

第 ８６号議案 大分県の事務処理の特例に関する条例の一部改正について

（福祉保健生活環境委員会へ合い議）

請 願 ８ 消費税率５％以下への引き下げを求める意見書の提出について

（３）諸般の報告

①公社等外郭団体の経営状況等について

②公益財団法人大分県自治人材育成センターの経営状況を説明する書類の提出について

③大分県行財政改革アクションプランの取組結果について

④損害賠償の額の決定について

⑤大分県森林環境税報告書～第３期の検証と今後のあり方～について

（４）その他

４ 協議事項 １６：１０～１６：１５

（１）閉会中の継続調査について

（２）県外所管事務調査及び参考人招致について

（３）その他

５ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果
ただいまから、総務企画委員会を三浦委員長

開きます。

本日審査いただく案件は、今回付託を受けた

議案６件、合い議の議案１件、報告２件及び請

願１件です。

この際、案件全部を一括議題とし、これより

企画振興部関係の審査に入ります。

まず、第８０号議案令和２年度大分県一般会

計補正予算（第６号）のうち、企画振興部関係

部分について、執行部の説明を求めます。

補正予算の説明に入る前に、高屋企画振興部長

審議監の欠席について御報告します。

当部審議監の山田については、８月１７日付

けで福祉保健部審議監を兼務することとなり、

現在、主として新型コロナウイルス感染症の対

策にあたっています。

そのため、本日は開催時間が重なっている福

祉保健生活環境委員会に出席しています。

本来であれば、本委員会に出席すべきところ

ですが、何とぞ、御了承いただきますようお願

いします。

それでは、第８０号議案令和２年度大分県一

般会計補正予算（第６号）のうち、企画振興部

関係について御説明します。

総務企画委員会資料の１ページをお開きくだ

さい。左から３列目、補正額（Ｂ）の一番下、

合計欄にあるとおり、今回、２億９，９９８万

８千円の増額をお願いするものです。

左から２列目、既決予算額（Ａ）の一番下、

７５億５，１５１万４千円と合わせると、一番

右下にある補正後予算額（Ａ）＋（Ｂ）は７８

億５，１５０万２千円となります。

これは、新型コロナウイルス感染症の影響に

よる休館等で収入が減少した総合文化センター

及び県立美術館に対し、指定管理委託料の不足

分を負担するほか、減少している公共交通利用

者の回復を図るため、各交通事業者が取り組む

安全・安心対策を支援することなどによるもの

です。

各事業については、それぞれ担当課長から説

明します。御審議のほど、よろしくお願いしま

す。

令和２年度補柳井芸術文化スポーツ振興課長

正予算に関する説明書（補正第６号）の２０ペ

ージをお開きください。

芸術文化スポーツ振興課関係の補正予算を説

明します。事業名欄の一番上、芸術文化創造発

信事業費８千万円です。

これは、県立美術館とｉｉｃｈｉｋｏ総合文

化センターにおける魅力ある事業展開や芸術文

化施策の安定的な財源確保に向け、決算剰余金

の一部を芸術文化基金に積み立てるものです。

続いて、その下の総合文化センター・県立美

術館管理維持体制持続化事業費６，４１９万９

千円についてです。

これは、新型コロナウイルス感染症拡大防止

への対応として、総合文化センター及び美術館

が利用自粛又は臨時休館したことにより利用料

収入などが減少し、施設の管理・運営業務の継

続に支障が生じたため、指定管理の基本協定に

基づき、必要な金額を県が負担するものです。

対象期間は、新型コロナウイルスの感染拡大

の影響が出始めた令和２年３月から、県民への

自粛要請がほぼ解除された６月末までの４か月

間です。

負担金の積算方法については、直近の３年間

の３月から６月までの収入の平均と、今年の３

月から６月までの収入の実績との差額から、休

館等により減少した経費を差し引いた金額を施

設の管理・運営に不足する費用としています。

県負担金は６，４１９万９千円で、その内訳

は総合文化センター分５，７９２万８千円、県

立美術館分６２７万１千円となっています。

続いて、交通政策課関係の遠藤交通政策課長

補正予算を説明します。同じページの事業名欄

の一番下、新しい生活様式を踏まえた公共交通

維持対策事業費１億５，５７８万９千円につい

てです。
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これは、新型コロナウイルス感染症の影響に

より減少している公共交通利用者の回復を図る

ため、各交通事業者が取り組む防護スクリーン

の設置などの安全・安心対策を支援するほか、

公共交通ネットワークを維持するため、既存の

運行費助成制度を拡充し、補助対象から外れる

系統に対して特例的に支援を行うものです。

以上で説明は終わりました。三浦委員長

これより質疑に入ります。質疑はありません

か。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑もないようですので、三浦委員長

これで質疑を終わります。

なお、本案の採決は、総務部関係の審査の際

に一括して行います。

以上で付託案件の審査を終わります。

次に、付託外案件の審査に入ります。

議長から回付されている陳情２０についてで

す。

本陳情は、前回の第２回定例会にて本委員会

で取り扱った陳情１８と同じ内容の陳情ですが、

そのときの議事録に虚偽の記載があるため、執

行部の対応の検証に加え、議事録についても、

新たに検証してほしいというのが今回の内容で

す。

陳情者は、執行部の説明のくだりがおかしい

との主張のようですが、さきほど私と副委員長

とで改めて音源を確認しましたが、不審な点は

見当たりませんでした。

この件について、議会事務局議事課長にも同

席していただいているので、説明をお願いしま

す。

委員会の記録につい佐藤議会事務局議事課長

ては、大分県議会委員会条例において、委員長

は職員をして会議の概要、出席委員の氏名等必

要な事項を記載した記録を作成させると規定さ

れています。

本議事録は、委員会として慎重に記録したも

のであり、正しく作成されています。陳情文書

にある虚偽の議事録という申立ては、明らかに

事実誤認です。

この陳情について、御意見等はあ三浦委員長

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、以上で陳三浦委員長

情について終わります。

次に、執行部から報告の申出がありますので、

これを許します。

まず、大分県長期総合計画の実施状況につい

て説明をお願いします。

お手元の資料の別冊、大分工藤政策企画課長

県長期総合計画の実施状況についてを御覧くだ

さい。

これは、大分県行政に係る基本的な計画の議

決等に関する条例に基づき、毎年、報告してい

るものです。安心・活力・発展プラン２０１５

について、別冊で報告します。

それでは、別冊の１ページをお開きください。

指標による評価や、指標以外の観点からの評価、

施策に対する意見・提言により、５９施策の総

合評価の結果を記載しています。

施策の進捗状況は、ＡからＤの４段階での評

価としていますが、施策の進捗が「順調」に進

んでいるＡ評価及び「概ね順調」に進んでいる

Ｂ評価は、表の上から３行目にあるように、５

８施策で全体の９８．３％となっています。

また、「やや遅れている」Ｃ評価は１施策と

なっています。

次に２ページをお開きください。目標指標の

進捗状況についてです。これは、プラン２０１

５の各施策に設定された９９の目標指標のうち、

令和元年度の目標値の設定のある９７の目標指

標の達成状況を記載したものです。

表の１行目にあるように、「達成」から「著

しく不十分」までの４段階の区分としています。

９７指標のうち、元年度進捗状況が「達成」及

び「概ね達成」であったものは、表の上から３

行目にあるように、８３指標で全体の８５．５

％となっています。

なお、３ページには、令和元年度に実施した

事業の評価結果を記載した主要な施策の成果

（事務事業評価）を、３３２ページ以降には、

参考資料として政策・施策ごとの令和元年度の

目標値に対する達成度及び最終年度（令和６年
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度）の目標値に対する達成度を一目で分かるよ

うレーダーチャート方式で示しているので、後

ほど御覧ください。

４ページにお戻りください。総合評価の一覧

表を、４ページに安心、次の５ページに活力、

６ページに発展と分野別に掲載しています。

企画振興部では、この中で１０の施策を所管

しており、目標の達成に向けて取組を進めてい

るところですが、それぞれの施策において設定

している指標の中で、目標を達成している指標、

逆に、未達成の指標について、主なものを御説

明します。

初めに、目標を達成している指標についてで

す。

２９２ページをお開きください。施策名は芸

術文化の創造です。Ⅱ目標指標の県立美術館入

場者数が、目標の５０万人に対し、実績は５３

万人、達成率は１０６％となりました。

これは、ラグビーワールドカップ２０１９大

分開催にあわせ、国内外から訪れた観戦客が日

本文化に触れられる機会を創出するため、「Ｔ

ｈｅ Ｕｋｉｙｏ－ｅ 歌川派」展や「日本の美

意識―刀剣と金工―」展を開催したことなどに

よるものです。

続いて、３１２ページをお開きください。施

策名はスポーツによる地域の元気づくりです。

Ⅱ目標指標の合宿等受入人数が、目標の６万人

に対し、実績は６万３，１７２人、達成率は１

０５．３％となりました。

これは、スポーツによる地域活性化を推進す

るため、市町村と協力し、スポーツツーリズム

に関する講演会の開催など、地域の特色をいか

したスポーツ合宿誘致などの取組を進めたこと

によるものです。

次に、未達成の指標について説明します。

１３６ページをお開きください。施策名は移

住・定住のための環境整備とＵＩＪターンの促

進です。Ⅱ目標指標の移住促進策による移住者

数が、目標の１，７００人に対し、実績は１，

３９５人、達成率は８２．１％となりました。

これは、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、令和２年３月に予定していた移住相談会

及び合同企業説明会が中止になったことに加え、

全国的に人手不足が進み、学生が都市圏の大手

企業等に就職したことなどによるものです。

コロナ禍により地方移住への関心が高まる中、

福岡の拠点施設ｄｏｔ．（ドット）の活用やオ

ンライン移住相談の実施など、新しい生活様式

にも対応しながらしっかりと移住促進に取り組

んでいきます。

次に、２１８ページをお開きください。施策

名は戦略的広報の推進です。Ⅱ目標指標の地域

ブランド調査（魅力度ランキング）が、目標の

１７位に対し、実績は２２位、達成率は８３．

９％となりました。前年の２３位から順位を一

つ上げたものの、目標を達成できませんでした。

当該調査は、その都道府県の認知度やマスコ

ミへの情報接触度、観光意欲やまちのイメージ

などの８４の項目をそれぞれランキング化して

いるもので、魅力度はその指標の一つです。

これまでおんせん県おおいたのイメージを浸

透させるため、ＰＲ動画などを活用し、認知度

向上に努めた結果、おんせん県イコール大分県

というイメージは定着しましたが、さらに魅力

度・認知度の向上を図るため、首都圏や関西圏

等、メディアへのコンタクトを強化するととも

に、ＷｅｂやＳＮＳなどのデジタルメディアを

活用した情報発信に取り組んでいきます。

ただいまの報告について、質疑な三浦委員長

どはありませんか。

説明ありがとうございました。後藤副委員長

最後の戦略的広報の推進に当てはまるかどうか

分からないですが、幸福度ランキングで大分県

は３位になっています。総合的に判断された結

果が３位だと思いますが、そういうのもしっか

りアピールするのはいいのではないかなと、今

聞いていて思いました。ぜひその辺をしっかり

県民の方に伝わるようにするといいかと思いま

す。

ごく最近の調査で、我々職工藤政策企画課長

員も非常にうれしいなと思って見ていました。

今、世の中にいろんなランキングがあります。

中には残念な結果もあるので、一喜一憂するこ

となく、しっかり地に足をつけてやっていきた
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いと思います。広報広聴課も頑張りますので、

よろしくお願いします。

目標指標を達成している芸術文化推進嶋委員

について、これは目標値を三つ超えていますが、

芸術文化推進の数字は、さきほど説明のあった

移住・定住者の数字と違うと思います。引き続

き美術館の入場者数の目標達成はもちろん、芸

術文化の推進に向け、今後の課題はどこにある

と考えますか。

今回のコロナ柳井芸術文化スポーツ振興課長

ウイルス感染の拡大でも新たに認識したところ

ですが、やはり県民は、今の息苦しい生活の中

でも潤いのある豊かな生活を送るため、芸術鑑

賞の機会を常に求めていることが分かっていま

す。

私どもとしては、感染拡大防止を徹底し、美

術館に来ていただく、また総合文化センターに

お越しになり、座席に座ってコンサート、舞台

を見ていただく機会を提供し続ける努力をする

とともに、これからは新たに、例えば美術館で

あれば、小学校や地域に出て行き芸術鑑賞の機

会を提供するとか、屋外とかインターネット、

今ＩＣＴを活用したいろんな取組が先進的に行

われているので、音楽鑑賞についてもそういっ

たことも取り入れながら、どのような環境にあ

っても県民の皆さんが質の高い、望む芸術鑑賞

をする機会を提供していくための取組を今後は

推進していく必要があると認識しています。

入場者数は少ないより多い方がいいで嶋委員

すが、やはり芸術文化の推進は数字だけでは測

れないものがあるので、幅広くいろんな計画を

立てて実施していただきたいと思います。どう

ぞよろしくお願いします。

１３６、１３７ページのＵＩＪター浦野委員

ンの点について、コロナの影響で、テレワーク

についての理解がいろんな企業に広まったのは

事実だと思います。実際、うちの会社はテレワ

ークなんか絶対無理だという会社でも、やって

みたらできたと。

テレワークの環境は、逆に言うとＵＩＪター

ンにとってもいかせるかなと。要は、大分拠点

で都心だとか他の地域との取引とかがやりやす

くなったのが事実かと思います。テレワークの

進展と今後のＵＩＪターンの推進について、何

か今後の展望はありますか。

委員が言われるよ藤川おおいた創生推進課長

うに、いろんな企業が取り組み始め、いろんな

調査によると、テレワークができるようになっ

たので移住を考えるという回答をされている方

も結構増えています。

県も商工観光労働部の予算ですが、テレワー

クの環境整備で、ホテルとかオフィスビルがテ

レワークの環境を整えることに補助金を出すよ

うな施策も、今回補正予算で提案しており、テ

レワークを地方でやる人たちを移住につなげて

いきたいということで頑張ってやっていこうと

考えています。

ほかにありませんか。三浦委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑もないようですので、三浦委員長

次の報告に移ります。②から⑨の公社等外郭団

体の経営状況等について、一括して説明をお願

いします。

総務企画委員会資料の２ペ工藤政策企画課長

ージをお開きください。報告第１２号公立大学

法人大分県立芸術文化短期大学の経営状況を説

明する書類の提出について御説明します。

まず、３事業内容として、令和元年度の事業

実績です。

１の教育の面では、各学科における教育内容

の改善や進路支援体制の強化を図り、就職率、

進学率ともに目標とした９０％を上回り９８％

程度と、昨年、一昨年に引き続き高い水準を維

持し続けています。

また、平成３０年度に開講した全学科横断型

の学修カリキュラム「アートマネジメントプロ

グラム」も２年を経過して、初の修了生３０名

を輩出しました。このアートマネジメントプロ

グラムは、芸術家と観客の橋渡し役として、地

域で芸術プログラムを展開できる人材、例えば、

音楽ホールのマネージャー、文化施設等の専門

スタッフなどの養成を念頭に、芸術や音楽の分

野の企画や管理運営等のノウハウやスキルの修

得を目指すものです。
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２の社会貢献について、公開講座や公開授業

など、大学の知を地域に還元する取組を継続し

ています。また、昨年開催されたラグビーワー

ルドカップでは、県や大分市と連携し、様々な

イベントに参画しました。

３の施設整備では、美術棟増築や音楽棟改修

を昨年度完了し、６年間のキャンパス整備の５

年目事業を計画どおりに実施しました。

次に、４元年度決算状況についてです。経常

収益は１０億４，１５１万円で、内訳は、県か

らの運営費交付金４億５，６１２万円、授業料

３億３，３０７万円などです。

他方、経常費用は１０億４，８６５万円余で、

施設整備に伴う備品購入等に充てるため積立金

の取崩し１，４０１万７千円を行った結果、当

期総利益は７０７万１千円となりました。

次に、５問題点及び懸案事項としては、入学

生の確保と学生に対する支援、地域社会・産業

への貢献の推進、今年度終了予定の施設整備の

着実な実施と、このたびの新型コロナを機とし

て感染症対策の強化を図る必要があります。

その対策としては、６に示すとおり、時代の

ニーズに応じた教育内容の見直し・充実及びコ

ロナ禍の中での学生へのきめ細かな支援、地域

住民や各種団体等との協働の推進、魅力あるキ

ャンパス整備の実施等に努めているところです。

続いて、３ページを御覧ください。報告第１

３号公立大学法人大分県立芸術文化短期大学の

令和元事業年度の業務実績に関する評価結果に

ついて御説明します｡

１にあるとおり、地方独立行政法人法第７８

条の２に基づき、地方独立行政法人評価委員会

が公立大学法人の業務実績を評価し、その結果

を設立団体の長（知事）は議会に報告していま

す。資料には、評価委員会が行った全体評価の

結果と主な評価理由を記載しています。

２の評価委員会による令和元年度の評価結果

ですが、（１）として「全体として年度計画を

順調に実施している」となっており、（２）の

とおり、五つの大項目ごとの評価をいただいて

います。

（３）には、その評価理由として、経営状況

報告でも説明したアートマネジメントプログラ

ムの展開や、高い就職率・進学率、地域に開か

れた大学として地域社会へ貢献する取組などが

あげられています。

芸術文化短期大学は今後とも、特色あるカリ

キュラム編成などにより、学生に多様な進路選

択の機会を提供しながら、大学の魅力を高め、

入学者の確保につなげるとともに、地域社会へ

の貢献に寄与していきます。

続いて、４ペ柳井芸術文化スポーツ振興課長

ージを御覧ください。報告第１４号公益財団法

人大分県芸術文化スポーツ振興財団の経営状況

を説明する書類の提出について説明します。

まず、２の県出資金ですが５億９，５４３万

８千円で、出資比率１００％となっています。

次に、３の事業内容ですが、１のｉｉｃｈｉ

ｋｏ総合文化センターと大分県立美術館の両施

設を拠点として、県民の幅広いニーズを踏まえ

た自主事業の実施などを行っています。

また、２の県民と外国人の相互理解と友好親

善を図る国際交流事業も実施しています。

次に、４の元年度決算状況ですが、左側の下

から４番目、当期一般正味財産増減額は７９３

万６千円の赤字となっています。

これは、指定管理業務に関するもので、総合

文化センターにおける貸館行事が新型コロナウ

イルスの関係で中止・延期となり、貸館収入と

駐車場収入などが減少したことによるものです。

その一つ下、当期指定正味財産増減額は２，

４６６万５千円の黒字となっています。

これは、財団が自主事業として実施したムー

ミン展や宝塚公演が好評で、それぞれ１千万円

を超える黒字決算となったことなどによるもの

です。

その結果、一番下、当期正味財産増減額は１，

６７２万９千円の黒字となっています。

次に、５の問題点及び懸案事項ですが、主な

ものとして、一つ目にあるように、県立総合文

化センターと県立美術館において、県民の幅広

いニーズに応えられる多様な芸術文化事業の展

開と健全な財政運営の両立が求められています。

これに対する６の対策及び処理状況ですが、
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総合文化センターについては、目標のホール利

用率８７．０％に対して、新型コロナウイルス

の影響で８１．２％となりました。また、美術

館については、３月に新型コロナウイルスの影

響はあったものの入館者数は、目標５０万人を

上回る５３万２千人となりました。

続いて、５ページを御覧く遠藤交通政策課長

ださい。報告第１５号大分高速鉄道保有株式会

社の経営状況を説明する書類の提出について説

明します。

２の出資金ですが、総額は２億３，７５０万

円、そのうち１億９，６００万円を県が、残り

の４，１５０万円をＪＲ九州が出資しています。

３の事業内容については、平成１３年度から

１５年度に実施した日豊本線大分佐伯間の高速

化工事により取得した鉄道施設の管理と、その

施設をＪＲ九州に貸し付ける事業を行っていま

す。

４の元年度決算の状況ですが、当期純利益は

５７０万７千円で黒字となりました。

５の問題点及び懸案事項については、ＪＲ九

州が平成２８年１０月に株式上場を行い、その

影響で固定資産税の減免は無くなりましたが、

管理費などの削減により、令和１０年度に予定

している会社の清算には特に問題ないと考えて

います。

今後も、３か月に１度開催される定例取締役

会で報告を受けながら適切に指導監督を行って

いきます。

続いて、資料の６ページをお開きください。

大分航空ターミナル株式会社の経営状況等につ

いて報告します。

２の出資金ですが、資本金等の総額は４億９，

５００万円、そのうち２８．８％に当たる１億

４，２５０万円を県が出資しています。

３の事業内容は、大分空港の旅客・貨物ター

ミナルビルを利用する航空会社や旅客等に対す

る施設、設備、サービスの提供を主に行ってい

ます。

４元年度決算の状況ですが、昨年８月以降の

国際線全便運休や本年３月には新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響はあったものの、ラグビ

ーワールドカップ大分開催期間中の需要をしっ

かりと取り込んだことにより、損益計算書の下

に下線を付して記載しているとおり、９，２８

４万４千円の当期純利益を確保することができ

ました。

このため、令和元年度は１株１０円の配当を

実施しています。県も、保有する株数に応じ、

２８５万円の配当を受けたところです。

５の問題点及び懸案事項ですが、今後の新型

コロナウイルス感染症の状況や航空需要の推移

が見通せないことから、一層の財務基盤の強化

を図る必要があります。

このことから、６の対策及び処理状況ですが、

新型コロナウイルス感染防止対策を継続して実

施することで安心して空港を利用できる環境を

整えるとともに、国や県が実施する誘客促進事

業と歩調を合わせて空港利用者の利便性や満足

度の向上に引き続き努めていきます。

資料の７ペー柳井芸術文化スポーツ振興課長

ジをお願いします。株式会社大分フットボール

クラブの経営状況について報告します。

まず初めに、議員の皆さまには、大分トリニ

ータを支援する議員連盟を組織し、シーズンパ

スの購入や後援会入会など、長きにわたり御支

援いただき、心からお礼を申し上げます。

それでは、概要の説明です。２の県出資金で

すが１千万円で、県の出資比率は１２．４％と

なっています。

次に、３の事業内容ですが、大分トリニータ

の経営を中心に、スポーツ選手の養成、指導や

スポーツ教室の開催などを通じ、県民や地域に

対するスポーツ普及活動を行い、選手層、ファ

ン層の拡大に努めています。

次に、４の令和元年度決算状況ですが、左の

損益計算書の下線部にあるとおり、１億３，２

２７万円の当期純利益を計上しています。１０

期連続の黒字となりました。

次に、５の問題点及び懸案事項ですが、一つ

目は、収入の確保や経費削減に努め、経営体質

の強化を図ることです。

二つ目として、新型コロナウイルスの影響で

公式戦が約４か月間中断となり、再開後も入場
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制限が行われ、チケット収入の確保に大きな影

響が生じていることです。

これに対する６対策及び処理状況ですが、一

つ目として、平成２１年度の経営危機以降、経

営体制の刷新、新たなスポンサーの獲得など徹

底した合理化に努めており、また令和元年度は

Ｊ１で好成績を残したこともあり、黒字を達成

しました。

二つ目として、現在は感染症対策を徹底し、

段階的に観客・入場者数の上限を増やし試合を

開催しています。また、クラウドファンディン

グによる段ボールサポーターの募集や、選手に

よるスポンサー企業訪問など、新たな取組にも

挑戦しています。

続いて、８ページをお開き遠藤交通政策課長

ください。株式会社別府交通センターについて

説明します。

２の出資金ですが、総額は１億８千万円で、

そのうち２１．７％に当たる３，９００万円を

県が出資しています。

３の事業内容については、県民をはじめ観光

客の利便性や安全性の向上などを図るため、主

に別府国際観光港前のバスターミナルの運営・

管理業務や、土産品等の販売、食堂の経営など

の事業を実施しています。

４の元年度決算状況ですが、当期純利益は６

９４万２千円で、平成１０年度から２２年連続

の黒字となっています。

５の問題点及び懸案事項は、新型コロナウイ

ルスの影響による来客者数の減少ですが、これ

については、６の対策及び処理状況に記載して

いるとおり、今後の観光需要の状況を見極めな

がら、誘客促進や販売商品の充実など営業の強

化に取り組みます。

続いて、９ページを御覧ください。一般財団

法人大分県自動車会議所について御説明します。

２の出資金ですが、総額は２４５万円、その

うち５０万円を県が出資しています。

３の事業内容については、交通会館の経営及

び維持を主に行っており、その他、交通安全事

業の促進及び協力や自動車に関する調査研究及

び普及宣伝、事業者間の連絡協調、意見の公表

及び関係諸官庁への要請活動などを行っていま

す。

４の元年度決算の状況ですが、当期純利益は

２２８万２千円の黒字となっています。

５の問題点及び懸案事項については、特にあ

りませんが、平成２４年度に大分県交通会館の

設備改修を実施しており、今後も会館の維持及

び適正な運営を行います。

ただいまの報告について、質疑な三浦委員長

どはありませんか。

県立芸術文化短期大学のアートマネ羽野委員

ジメントプログラムの修了生が出たと。その後、

行き先はどうなっていますか。

個別に調べていますので、工藤政策企画課長

それぞれありますが、県外も含めると音楽ホー

ルの管理運営をする会社やプロダクション、そ

ういったところに９８％が就職できており、就

職を希望する方はほぼそういうところに入って

います。

その先に進学する方もいるので、例えば芸短

大の中にある、さらに２年間の専攻科への進学

や、それから通常の４年制大学へ編入した生徒

も半分程度いる状況です。

別府交通センターについて、別府港の嶋委員

再編整備計画が少しずつ進んでいます。四国と

大阪にターミナルが分かれているのを一元化し

たり、バスとタクシーの乗り場を集約したりと

いう計画が出ており、別府交通センターの建物

も老朽化していますが、今後の再編整備の中で

の役割はどのように考えていますか。

別府港については、委員御遠藤交通政策課長

指摘のとおり、今後再編を進めていこうと思っ

ています。ターミナルを集約するとともに、ロ

ータリー機能を設け、バス停も一元化すること

を考えています。

別府交通センターを再編後どうするかについ

ては、現在、大分交通とその位置付けを協議し

ているところです。まずは今、港の工事を進め

ており、令和６年以降ぐらいにＰＦＩを活用し

たにぎわい施設の整備を行うので、それまでの

間にしっかり今後どうしていくか検討していき

たいと思っています。
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ほかにありませんか。三浦委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑もないようですので、三浦委員長

最後のＪＲ久大本線の復旧について説明をお願

いします。

資料の１０ページをお開き遠藤交通政策課長

ください。ＪＲ久大本線の復旧について説明し

ます。

まずは、令和２年７月豪雨における久大本線

の主な被災箇所ですが、左上の写真を御覧くだ

さい。

こちらは、豊後中村駅と野矢駅の間に位置す

る第二野上川橋梁ですが、河川の増水に伴い流

失しています。全長は約４０メートルあり、橋

脚部分から折れ、線路敷も寸断された状態です。

そのほかにも、真ん中の写真の水分トンネル

への土砂の流入や、右上の写真の南由布－湯平

間の築堤崩壊などを含め、被災箇所は全線で１

４５か所となっています。

現在の復旧の状況ですが、資料の中段下の普

通列車運行計画を御覧ください。日田－豊後森

間、庄内－大分間においては既に運行が再開さ

れていますが、豊後森－庄内間の運休区間にお

いては代行バスが運行しています。

運休区間のうち、由布院－庄内間については

今年度中の運行再開が予定されていますが、豊

後森－由布院間については、いまだ運行再開の

めどは立っていません。

ＪＲ久大本線は、沿線住民の通勤、通学、通

院、買物等の日常生活の維持に必要不可欠な路

線であり、また、特急ゆふいんの森が運行する

観光面でも非常に重要な路線でもあるため、８

月７日に知事と沿線の市町長との連名で、早急

な復旧と代替交通手段の確保について要望を行

いました。

引き続き、ＪＲ九州に対して、沿線住民のた

めにも一日も早い復旧が果たされるよう、県と

しても働きかけを強めていきたいと思います。

ただいまの報告について、質疑な三浦委員長

どはありませんか。

ＪＲ九州の考えみたいなのを何か披羽野委員

露されましたか。

現在、久大本線全体の被害遠藤交通政策課長

状況または復旧費用等を含め、調査中という状

況がまだ続いていますので、どのような方針に

していくかはこれからになりますが、引き続き

情報共有を密にしながら、一日も早い復旧を成

し遂げていきたいと思っています。

ほかにありませんか。三浦委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑もないようですので、三浦委員長

これで諸般の報告を終わります。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

今、商工観光労働部で、正に坐来三浦委員長

の審議中ですが、管轄するのは東京事務所なの

で、東京事務所の移転先が先に来るべきではな

いかなと。当然、坐来の必要性も我々は認識し

ていますが、今まで東京事務所と坐来は同じ建

物内にあり、相乗効果でこれだけの効果が現れ

てきていると私自身思っています。そういった

中、先に坐来の議案が上がってきて、東京事務

所の移転先が全く見えてきていない状況です。

コロナの関係での移住・定住や企業誘致も、

中央省庁との情報収集を含め、また、大分県の

ＰＲを含めて、東京事務所の果たす役割はとて

も大きいと思いますが、部長、現状の東京事務

所の移転先とかをお聞かせください。

候補地をいくつか当たって高屋企画振興部長

おり、候補地の選び方は、今、委員長が言われ

たように、例えば自治体間の情報共有がしやす

いとか、そういうことが大事です。坐来との近

さもあるでしょうが、自治体間とか霞が関とか、

そこら辺の情報収集をしやすいところ。それと、

費用的に今より安いところという条件で探して

います。

今、数か所探していますが、まだ候補地を絞

れていません。もう少したてば報告できるかと

思います。

というと、第４回定例会ぐらいに三浦委員長

なるかと思いますが、今回の坐来の件は我々自

民党会派とすれば、いろんな議論をしている中

で、東京事務所という最前線基地の移転先が決

まらぬ中、坐来が先に行くと。また、今こうい
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う状況で飲食店は正に厳しい状況だと思います

が、そういった中での在り方について庁舎内で

どういう議論がなされているのか。そんな情報

共有が必要ではないかなと感じますが、その辺

の商工観光労働部との認識、情報共有はどうな

んでしょうか。

坐来の候補地については、高屋企画振興部長

当部も入り、知事も含めた委員会を作っており、

十分情報共有はしています。

ビルが壊されるということで有楽町に近いと

ころで急ぎ探しました。商工観光労働部もそう

いう条件の中で、最適で今より寄りつきが良く、

大分県の露出ができるということで、今の候補

地に落ち着きつつあります。そこが費用的に見

てもいいかと思いますし、東京事務所もそれを

にらみながら、本当は同じビルにあるのがいい

でしょうが、なかなかスペース的にもそういう

わけにもいかない。そうなると今度は行政とし

ての情報収集とか、そういう機能を有した場所

が一番いいかと思い、費用面を見て調査してい

ます。

ほかにありませんか。三浦委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかにないようですので、これを三浦委員長

もちまして、企画振興部関係の審査を終わりま

す。執行部の皆さんはお疲れさまでした。

執行部が入れ替わりますので、委員の皆さま

はしばらくお待ちください。

〔企画振興部退室、総務部入室〕

これより、総務部関係の審査に入三浦委員長

ります。

初めに、商工観光労働企業委員会から合い議

のあった第８９号議案大分県産業振興条例等の

一部改正について、執行部の説明を求めます。

初めに、本日審査をお願いして和田総務部長

いる案件の主なものについて概括的に説明申し

上げます。

本日の委員会では、合議案件１件、付託案件

９件について審査をお願いしています。

このうち、第４号報告、第５号報告、第８０

号議案の補正予算第４号から第６号は、７月豪

雨災害に係る復旧支援や新型コロナウイルス感

染症への対策等に必要な経費を計上するもので

す。

第８３号議案大分県税条例の一部改正につい

ては、法人県民税法人税割に係る超過課税につ

いて、引き続き、産業の活性化、交通ネットワ

ークの整備等を図るため、財政上必要であるこ

とから、その適用期間の延長等を行うものです。

また、諸般の報告として、公社等外郭団体の

経営状況等について全体的な概要を御説明し、

そのうち総務部が所管する公益財団法人大分県

自治人材育成センターについて報告します。そ

の他、大分県行財政改革アクションプランの取

組結果について、損害賠償の額の決定について、

大分県森林環境税報告書について説明します。

各事項の詳細については、それぞれ担当課長

から説明させますので、どうぞよろしくお願い

します。

お手元の総務企画委員会説明資山口税務課長

料の１ページをお開き願います。議案書は３５

ページですが、お手元の資料により説明します。

１の改正理由にあるとおり、本議案は地域経

済牽引事業促進法の一部改正に伴い、商工観光

労働部所管の大分県産業振興条例と、総務部所

管の大分県税特別措置条例の規定の整備を行う

ものです。

２の改正内容ですが、同法の条ずれに伴い、

それぞれの条例における条文引用箇所を下の新

旧対照表のとおり改正します。

３の施行期日については、改正法の施行の日

又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日とし

ています。

以上で説明は終わりました。三浦委員長

これより質疑に入ります。質疑はありません

か。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑もないようですので、三浦委員長

これより採決します。

本案のうち、本委員会関係部分については、

原案のとおり可決すべきものと商工観光労働企

業委員会に回答することに御異議ありませんか。
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〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案のうち、三浦委員長

本委員会関係部分については、原案のとおり可

決すべきものと商工観光労働企業委員会に回答

することに決定しました。

次に、付託案件の審査に入ります。

まず、令和２年度大分県一般会計補正予算関

連の第４号報告、第５号報告及び第８０号議案

のうち、本委員会関係部分について、一括して

執行部の説明を求めます。

それでは、第４号報告令和２年髙木財政課長

度大分県一般会計補正予算（第４号）の全般的

事項と歳入について説明します。

なお、説明は、予算説明書と別途お配りして

いる総務企画委員会資料を使って行います。

総務企画委員会資料の２ページをお開きくだ

さい。

冒頭にあるとおり、この補正予算は、７月豪

雨災害からの復旧・復興を進めるため、被災者

の生活再建や農林水産業への支援、道路・河川

等の復旧に向けた調査など、早急に取り組む必

要があるものについて、７月２８日付けで専決

処分を行ったものです。

補正額は、１補正概要にあるとおり１０億３

千万円の追加であり、累計の予算額は７，０４

３億２１０万４千円となります。

次に、歳入について説明します。

令和２年度補正予算に関する説明書（補正第

４号専決）で説明します。

２ページをお開き願います。補正したのは、

上から二つ目の国庫支出金１億３千万円、その

三つ下の繰入金８億３，３３３万４千円、同じ

くその三つ下の県債６，６６６万６千円を合わ

せた１０億３千万円です。

その主な内訳について説明します。５ページ

をお開きください。

第９款国庫支出金第２項国庫補助金は１億３

千万円の増額です。

これは、第５目農林水産業費国庫補助金のう

ち、農林水産業施設等復旧支援事業費補助金に

ついて、被災した生産者が行う土砂撤去等の緊

急対策や生産施設の復旧等に要する経費に対し

充当するものです。

７ページをお願いします。第１２款繰入金第

２項基金繰入金は８億３，３３３万４千円の増

額です。このうち、第１目財政調整基金繰入金

７億８，３３３万４千円は、道路や河川などの

被災箇所の応急復旧等に要する経費の財源とし

て繰り入れるほか、第１５目産業廃棄物税基金

繰入金５千万円は、県管理海岸等に滞留した流

木等の回収・処分に要する経費の財源として繰

り入れるものです。

９ページをお願いします。第１５款第１項県

債第２目福祉生活債６，６６６万６千円の増額

は、被災者の生活再建を支援する災害援護資金

貸付金の原資として、国から借り入れるもので

す。

以上が歳入です。

なお、この補正予算に総務部関係の歳出はあ

りません。

次に、第５号報告令和２年度大分県一般会計

補正予算（第５号）の全般的事項と歳入につい

て説明します。

総務企画委員会資料の６ページをお開きくだ

さい。

１補正概要にあるとおり、この補正予算は、

（１）令和２年豪雨災害復旧・復興対策のうち、

商工業、観光への支援として、なりわい再建支

援や観光誘客緊急対策について、また、（２）

新型コロナウイルス感染症対策のうち、感染拡

大防止策と医療提供体制の整備として、特に緊

急を要する医療機関の設備整備や病床確保等に

ついて、８月２７日付けで専決処分を行ったも

のです。補正額は１４４億４，１８３万８千円

の追加です。

次に、歳入について説明します。

令和２年度補正予算に関する説明書（補正第

５号専決）で説明します。

１ページをお開き願います。補正したのは、

地方交付税１１億３，７５３万４千円と、次の

２ページになりますが、上から二つ目の国庫支

出金１３２億２，４４３万３千円、その二つ下

の寄附金８８２万５千円、同じくその二つ下の

繰越金７，１０４万６千円を合わせた１４４億
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４，１８３万８千円です。

その主な内訳について説明します。５ページ

をお開きください。

第５款第１項地方交付税１１億３，７５３万

４千円の増額は、被災した中小企業等の施設や

設備の復旧等に要する経費に対し助成するなり

わい再建支援事業における県負担分の一部につ

いて、特別交付税が措置されるものです。

７ページをお願いします。第９款国庫支出金

第２項国庫補助金は１３２億２，４４３万３千

円の増額です。このうち、第３目保健環境費国

庫補助金の新型コロナウイルス感染症緊急包括

支援交付金９４億７０１万５千円は、コロナ感

染症患者を受け入れる重点医療機関や、感染の

疑いがある救急患者を受け入れる救急・周産期

・小児医療機関を支援する経費等に対し充当す

るものです。

また、第６目商工費国庫補助金では、さきほ

どのなりわい再建支援事業費補助金２３億９，

４７４万２千円のほか、新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金１４億２，２６７

万６千円を、被災地域や風評被害を受けた県内

の観光関連産業を支援する経費等に充てます。

１１ページをお願いします。第１３款第１項

繰越金７，１０４万６千円の増額は、令和元年

度の決算剰余金の一部を、なりわい再建支援事

業における県負担分のうち、地方交付税が措置

されない部分に充当するものです。

以上が歳入です。

なお、この補正予算に総務部関係の歳出はあ

りません。

次に、第８０号議案令和２年度大分県一般会

計補正予算（第６号）の歳入全般と総務部関係

の歳出について説明します。

総務企画委員会資料の６ページをお願いしま

す。

さきほどと同様、１補正概要にあるとおり、

今回の補正予算案は、（１）令和２年豪雨災害

復旧・復興対策のうち、道路や河川など社会イ

ンフラ等の復旧について、また、（２）新型コ

ロナウイルス感染症対策のうち、生活の維持や

事業・雇用の継続、社会経済の再活性化等につ

いて必要となる経費を計上するとともに、

（３）その他ですが、健全な財政運営を確保す

るため、令和元年度決算剰余金を財政調整用基

金等に積み立てるものです。

補正額は５６６億８，０３５万１千円の追加

であり、累計の予算額は７，７５４億２，４２

９万３千円となります。

次に、歳入について説明します。

令和２年度補正予算に関する説明書（補正第

６号）で説明します。

２ページをお開き願います。今回補正するの

は、上から二つ目の国庫支出金２２７億３，２

３７万６千円、その三つ下の繰入金６６７万４

千円、その下の繰越金３１億２３０万１千円、

その下の諸収入２５７億２千万円及び県債５１

億１，９００万円を合わせた５６６億８，０３

５万１千円となります。

その主な内訳について説明します。５ページ

をお開きください。

第９款国庫支出金第２項国庫補助金は２２７

億３，２３７万６千円の増額となっています。

主なものとしては、まず、上段にある新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金です

が、第１目総務費国庫補助金から８ページ中ほ

どの第９目教育費国庫補助金にわたり、歳出の

款ごとにそれぞれ計上しており、総額で７５億

６，５２３万６千円の増額となっています。

また、５ページに戻りますが、第２目福祉生

活費国庫補助金のうち、生活福祉資金貸付事業

費補助金２３億円は、生活福祉資金の貸付けを

実施する県社会福祉協議会に対する貸付原資の

助成に充当するものです。

８ページをお願いします。第１０目災害復旧

費国庫補助金のうち、耕地災害復旧事業費補助

金３０億２，６４４万８千円及び土木災害復旧

事業費補助金７３億８，１８６万５千円は、そ

れぞれ農地・農業用施設や道路・河川等の復旧

に要する経費に充てるものです。

１３ページをお願いします。第１３款第１項

繰越金３１億２３０万１千円の増額については、

令和元年度の決算剰余金です。

１５ページをお願いします。第１４款諸収入
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第３項貸付金元利収入２５０億円は、新型コロ

ナウイルス感染症対応として、県制度資金の新

規融資枠の拡大に必要な貸付原資を預託する財

源として充当するものです。

１７ページをお願いします。第１５款第１項

県債５１億１，９００万円の増額は、災害復旧

や災害関連事業に要する経費に充てるものです。

次に、総務部関係の歳出について説明します。

５７ページをお開き願います。第１３款第１

項積立金は、条例に基づき、令和元年度決算剰

余金の３分の１である１０億５，７８１万６千

円を、財政調整基金及び減債基金にそれぞれ積

み立てるほか、今後の県有施設の計画的保全に

備え、県有施設整備等基金に５億５，９５９万

６千円を積み立てるものです。

続いて、人事課関係の歳出につ渡辺人事課長

いて説明します。

１９ページをお開き願います。第２款第１項

総務管理費です。

県職員の働き方改革推進事業費１億５，９６

９万７千円は、県職員の働き方改革の推進及び

感染症対応の強化を図るため、在宅勤務専用端

末の調達及び利用登録ライセンスの増設を行う

ものです。

次に、大分県庁安全・安心確保事業費３，２

７５万９千円は、新型コロナウイルス感染症対

策として、来訪者が多い地方機関庁舎のトイレ

等共用設備を、非接触型に改修するものです。

２１ページをお開きください。山口税務課長

第２款第３項第２目賦課徴収費についてです。

事業名欄にある県税システム改修事業費は１

億１１３万７千円の増額です。

これは、電気供給業に係る法人事業税の課税

方式が見直されたことに伴い、県税の基幹シス

テムを改修するものです。

以上で説明は終わりました。三浦委員長

これより質疑に入ります。質疑はありません

か。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑もないようですので、三浦委員長

これより採決します。

それでは、まず、第４号報告について、本報

告のうち、本委員会関係部分については、承認

すべきものと決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本報告のうち、三浦委員長

本委員会関係部分については承認すべきものと

決定しました。

次に、第５号報告について、本報告のうち、

本委員会関係部分については、承認すべきもの

と決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本報告のうち、三浦委員長

本委員会関係部分については承認すべきものと

決定しました。

次に、第８０号議案について、さきほど審査

した企画振興部関係とあわせ採決します。

本案のうち、本委員会関係部分については、

原案のとおり可決すべきものと決することに御

異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案のうち、三浦委員長

本委員会関係部分については、原案のとおり可

決すべきものと決定しました。

次に、第８２号議案行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用等に関する条例の一

部改正についてですが、本案については、関係

する福祉保健生活環境委員会及び文教警察委員

会に合い議をしていることを申し添えます。

それでは、執行部の説明を求めます。

第８２号議案行政手続にお岩尾行政企画課長

ける特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用等に関す

る条例の一部改正について説明します。

議案書は２６ページですが、総務企画委員会

資料で説明します。資料の１２ページをお開き

ください。

１改正内容については、四角囲みにあるとお

り、県が独自にマイナンバーを利用するために

は、当該事務を条例に規定する必要があり、今

回の改正では、いわゆるマイナンバー条例の別

表に高等学校専攻科修学支援金の支給に関する

事務を追加したいというものです。
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続いて、２改正理由ですが、高等学校専攻科

修学支援金制度については、既に令和２年度に

創設されていますが、国の機関である個人情報

保護委員会の決定に基づき、令和３年度から当

該支援金の申請及び審査手続にマイナンバーの

利用を可能とするためです。

下の改正後の手続のイメージにあるとおり、

申請者の課税情報がマイナンバーで確認できる

ようになるため、申請時の課税証明書の添付が

不要となり、申請者の負担軽減が図られること

となります。

３施行期日は、公布の日としています。

以上で説明は終わりました。三浦委員長

これより質疑に入ります。質疑はありません

か。

こちらの手続ですが、マイナンバー浦野委員

を書いておけば、他は課税関係の証明書類はい

らないという理解でいいですか。

所得に関する書類がいらな岩尾行政企画課長

いということです。

分かりました。マイナンバーを書い浦野委員

て、さらに、例えば確定申告だったらマイナン

バーの身元確認書類とか添付しないといけない

とかあるので、そういうのはないということで

いいですか。

そちらのイメージ図にある岩尾行政企画課長

とおり、申請に必要な書類としては、申請書と

届出書になります。

分かりました。ありがとうございま浦野委員

す。

ほかにありませんか。三浦委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑もないようですので、三浦委員長

これより採決します。

なお、本案について、福祉保健生活環境委員

会及び文教警察委員会の回答は、原案のとおり

可決すべきとのことです。

本案は原案のとおり可決すべきものと決する

ことに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は原案の三浦委員長

とおり可決すべきものと決定しました。

次に、第８３号議案大分県税条例の一部改正

について、執行部の説明を求めます。

総務企画委員会説明資料の１３山口税務課長

ページをお開き願います。議案書は２７ページ

ですが、お手元の資料により説明します。

１の改正理由ですが、法人県民税法人税割に

係る超過課税については、令和３年３月３１日

までに終了する事業年度まで適用することとな

っています。引き続き、産業の活性化や交通ネ

ットワークの整備、教育・人づくりの充実を図

るため、財政上必要であることから、その適用

期間の延長等を行うものです。

２の改正内容についてですが、まず点囲みの

部分を御覧ください。現行の制度では、法人県

民税法人税割の標準税率が１．０％のところ、

本県では０．８％の超過分を加えた１．８％の

税率で超過課税を実施しています。ただし、中

小法人等については、税負担の軽減に配慮し、

超過税率を適用しません。年間税収額は、令和

元年度決算額で５．２億円、対象法人数は２，

７９１法人となっています。

今回の改正では、（１）にあるとおり、この

超過課税に係る現行の制度は維持したまま、そ

の適用期間を令和３年３月末から令和８年３月

末まで５年間延長します。

（２）のその他規定の整備については、①の

国税における連結納税制度が廃止されることに

伴い、超過課税に係る規定から当該制度に基づ

く規定を削除するものと、②の引用する法律の

項ずれに伴い、規定を整備するものです。

３の施行期日については、原則、公布の日と

しています。ただし、その他規定の整備につい

ては記載のとおりの施行日となります。

以上で説明は終わりました。三浦委員長

これより質疑に入ります。質疑はありません

か。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑もないようですので、三浦委員長

これより採決します。

本案は原案のとおり可決すべきものと決する

ことに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕
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御異議がないので、本案は原案の三浦委員長

とおり可決すべきものと決定しました。

次に、第８４号議案知事等の損害賠償責任の

一部免責に関する条例の一部改正について及び

第８５号議案大分県住民基本台帳法施行条例の

一部改正についてですが、関連があるのであわ

せて審査を行います。

また、両案はそれぞれ関係する農林水産委員

会に合い議をしていることを申し添えます。

それでは、執行部の説明を求めます。

第８４号議案知事等の損害賠償渡辺人事課長

責任の一部免責に関する条例の一部改正につい

て説明します。

議案書は２９ページですが、総務企画委員会

資料で説明します。資料の１４ページをお開き

願います。

まず、１の改正理由ですが、漁業法の一部改

正により、海区漁業調整委員の公選制が廃止さ

れ、知事の任命による方法に変更になります。

これに伴い、地方自治法施行令第１７３条が改

正されることから所要の改正を行うものです。

次に、２の改正内容についてです。地方自治

法施行令第１７３条の改正に伴い、海区漁業調

整委員の賠償の限度額の算定基準となる係数が

現行の４から２に変更となったことから改正を

行うものです。

最後に、３施行期日については、漁業法等の

一部を改正する等の法律の施行日である令和２

年１２月１日から施行したいというものです。

第８５号議案大分県住民渕野市町村振興課長

基本台帳法施行条例の一部改正について説明し

ます。

議案書は３０ページですが、総務企画委員会

資料の１５ページで説明します。

一番上の枠囲みの中の条例の概要を御覧くだ

さい。本条例は、住民基本台帳法で定めること

とされている住所、氏名、生年月日、性別等の

本人確認情報について、提供可能な事務の範囲

やその方法等を定めた条例です。

次に、１法令改正に伴う規定の整備ですが、

漁業法及び漁業法施行令の改正に伴い、今回、

本条例の規定を整備するものです。

具体的には、（１）法令改正の概要に記載の

とおり、県の行政委員会の一つである海区漁業

調整委員会について、漁業者の代表である漁業

者委員の選任方法が、近年の選挙実施率の低下

等を踏まえ、公選制から知事が議会の同意を得

て任命する仕組みに変更となります。

なお、改正漁業法の経過措置として、現在の

委員の任期は来年３月末まで延長されており、

今年度は選挙を実施しない取扱いとされていま

す。

次に、（２）条例改正の概要ですが、知事が

保有している本人確認情報を知事以外の県の執

行機関に対し提供できる対象事務には、住民基

本台帳法で定められた①法定提供事務と、本条

例で定めることとされている②独自提供事務の

２種類があります。

今回、②独自提供事務のうち、求めがあれば

知事が県の選挙管理委員会に対し提供すること

とされている漁業法及び漁業法施行令に基づく

漁業者委員の立候補の届出や告示等に関する事

務について、公選制でなくなったため条例中の

当該事務に関する規定を削るものです。

最後に、２施行期日ですが、本条例の公布の

日としています。

以上で説明は終わりました。三浦委員長

これより質疑に入ります。質疑はありません

か。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑もないようですので、三浦委員長

これより採決します。

まず、第８４号議案について採決します。

なお、本案について、農林水産委員会の回答

は、原案のとおり可決すべきとのことです。

本案は原案のとおり可決すべきものと決する

ことに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は原案の三浦委員長

とおり可決すべきものと決定しました。

次に、第８５号議案について採決します。

なお、本案について、農林水産委員会の回答

は、原案のとおり可決すべきとのことです。

本案は原案のとおり可決すべきものと決する
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ことに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は原案の三浦委員長

とおり可決すべきものと決定しました。

次に、第８６号議案大分県の事務処理の特例

に関する条例の一部改正についてですが、本案

については、関係する福祉保健生活環境委員会

に合い議をしていることを申し添えます。

それでは、執行部の説明を求めます。

第８６号議案大分県の事渕野市町村振興課長

務処理の特例に関する条例の一部改正について

説明します。

議案書は３１ページですが、総務企画委員会

資料の１６ページで説明します。

一番上の枠囲みの中を御覧ください。本条例

は、地方自治法の規定に基づき、県の権限に属

する事務のうち、市町村が処理する事務の範囲

等を定めた条例です。

このうち、今回は別表第２の大分市に移譲す

る事務について、政令改正に伴う移譲事務の削

除を行うものです。

次に、１政令改正に伴う規定の整備ですが、

今回、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律施行令の改正に伴

い、（１）政令改正の概要に記載のとおり、外

国の医薬品・医療機器・再生医療等製品製造業

者が本社等の名称や住所等の変更を国に届け出

る手続について、行政手続の効率化を図るため、

県を経由せずに、直接、国に届け出る仕組みに

変わりました。改正前と改正後の手続の流れに

ついては、資料中段のフロー図を御覧ください。

次に、（２）条例改正の概要ですが、今回の

政令改正に伴い、既に県から大分市に移譲され

ている届出書等を受理し、県に送付する事務自

体が無くなるので、別表第２から削除するもの

です。

最後に、２の施行期日ですが、本条例の公布

の日としています。

以上で説明は終わりました。三浦委員長

これより質疑に入ります。質疑はありません

か。

今の事務処理の特例に関する条例に羽野委員

ついてですが、件数として大分県を経由する届

出はどの程度あるんですか。

今の事務は、私どもがこ渕野市町村振興課長

れまでの事務を確認する限り、事例はありませ

ん。

ほかにありませんか。三浦委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑もないようですので、三浦委員長

これより採決します。

なお、本案について、福祉保健生活環境委員

会の回答は、原案のとおり可決すべきとのこと

です。

本案は原案のとおり可決すべきものと決する

ことに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は原案の三浦委員長

とおり可決すべきものと決定しました。

次に請願８消費税率５％以下への引き下げを

求める意見書の提出について、執行部の説明を

求めます。

お手元の請願文書表の１ページ山口税務課長

を御覧ください。

本請願は、新型コロナウイルス感染症の影響

等により景気が悪化する中で、国民の購買力を

高める緊急経済対策として、消費税率を５％以

下に引き下げる意見書を国に提出することを求

めるものです。

新型コロナウイルス感染症の影響で日本経済

は大きな打撃を受けており、国政の場でも、野

党から消費税率引下げ法案が提出されるなど、

議論がなされているところです。

政府としては、消費税は全世代型社会保障制

度の構築に必要な財源であることから、新型コ

ロナウイルス感染症の対策として、税率を引き

下げる考えはないとしています。

また、政府は、年間の消費税率５％に相当す

る総額約１２．６兆円の特別定額給付金や、事

業者に対する持続化給付金などにより、国民の

生活や雇用、事業を支える対策を講じていると

ころですが、今後も国内外の感染状況や経済の

動向、国民生活への影響などを注意深く見なが

ら、臨機応変に時期を逸することなく対応して
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いくとしています。

以上で説明は終わりました。三浦委員長

これより質疑に入ります。質疑などはありま

せんか。

コロナの影響で、企業等の業績は大幅嶋委員

に落ち込んでおり、今後も法人税や所得税の税

収の増加は期待できない中、一方で給付金など

のコロナ対策費に莫大な財政支出をしています。

そういう厳しい財政状況の中、消費税まで減

税してしまうと税収不足に陥ってしまう。コロ

ナ対策は引き続き必要ですし、国債依存度を余

り高めてはいけない。御説明のあった政府の見

解のとおりで、これは採択すべきではないと考

えます。

ほかにありませんか。三浦委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑もないようですので、三浦委員長

これより本請願の採択について採決します。

本請願は、採択すべきものと決することに賛

成の方は挙手願います。

〔挙手なし〕

賛成なしですので、本請願は不採三浦委員長

択すべきものと決定しました。

以上で付託案件の審査を終わります。

次に、執行部から報告の申出がありますので、

これを許します。

まず、①と②の公社等外郭団体の経営状況等

について説明をお願いします。

令和元年度公社等外郭団体岩尾行政企画課長

の経営状況等について説明します。

総務企画委員会説明資料の１７ページをお開

きください。個々の団体については、それぞれ

所管する部局から報告するので、私からは総括

的に説明します。

１地方自治法に基づく経営状況を説明する書

類の議会提出については、対象が地方三公社及

び地方独立行政法人のほか、県が資本金等の４

分の１以上を出資する団体とされており、今議

会では２３団体の書類を提出しています。

また、県では、外郭団体の運営指導を徹底す

るため、２県「指導指針」に基づく経営状況等

の点検評価等として、地方独立行政法人等を除

いて、全ての出資団体、県の人的・財政的関与

が大きい団体の経営状況等を公表することとし

ており、今回、４３団体について経営状況等調

書及び経営状況報告概要書を議員の皆さまにお

配りしています。

３経営状況については、令和元年度の赤字団

体数は１１団体であり、平成３０年度比で２団

体の増となっています。赤字団体増加の理由と

しては、例えば、６期ぶりに赤字に転じた大分

ブランドクリエイトなど、新型コロナウイルス

の影響により売上げが落ち込んだ団体が多かっ

たことが大きな要因であると考えています。

次に、１８ページを御覧ください。４県の人

的関与の状況については、７月１日現在の状況

を整理しています。

（１）県職員の派遣（業務援助）については、

大分県自治人材育成センターに市町村職員の人

材育成支援として派遣していた職員を引き上げ

たことにより、１減となっています。

また、（２）県職員の役員就任については、

大分フットボールクラブが１増、大分朝日放送

及び大分県農業信用基金協会について、それぞ

れ１減となり、合計では団体数、職員数ともに

１減となっています。

５県の財政的関与の状況についてですが、

（１）委託料の支出については、表の３計欄に

記載のとおり、総額５４億８，１０９万３千円

で、前年度に比べて１７億９，５９６万３千円

の増となっています。

また、（２）補助金・交付金・負担金の支出

については、表の３計欄に記載のとおり、総額

２０億９，８２１万１千円で、前年度に比べて

１億５，４９４万６千円の増となっています。

なお、委託料、補助金等のそれぞれについて、

５千万円以上の増減があった団体の状況につい

ては表に記載のとおりです。

なお、参考のため、各団体に対する県からの

出資、人的・財政的関与の状況と直近決算の一

覧を１９ページ以降に掲載しています。

今後とも、公社等外郭団体の経営状況を正し

く把握し、適切に運営指導を継続していきます。

報第１１号公益財団法人大分県渡辺人事課長
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自治人材育成センターの経営状況について説明

します。

議案書は７６ページですが、総務企画委員会

資料で説明します。資料の２１ページをお開き

願います。

本団体は、県と市町村の職員研修を一元的に

実施するために設立した団体で、平成２６年度

から新たな研修施設において研修を開始してい

ます。

項目１の法人の代表である会長は、平成２９

年４月から臼杵市長が就任しています。また、

県側からは、評議員に副知事、理事に総務部長、

常務理事に総務部理事（派遣）、監事に人事課

長が就任しており、常務理事を含め県職員６名

を派遣しています。

項目２の県出資金は３００万円で、出資比率

は５０％です。研修一元化に伴い市町村側と出

資額が同額になるよう追加出資しています。

項目３の事業内容についてです。県と市町村

職員が合同で実施する研修は、財団設立前は１

５講座であったものが、今年度は３８講座とな

り、市町村職員との連携を進めています。

項目４の決算状況についてです。当財団は研

修施設を保有していることから、資産の大半は

研修施設やその付属設備となります。下線の当

期正味財産増減額のマイナス３，３１２万４千

円は、主に研修施設等の減価償却費計上による

ものです。

本財団は、研修の実施以外に自主事業はなく、

県負担金と大分県市町村振興協会補助金によっ

て運営されます。県は、県職員研修実施に必要

となる財団運営費及び研修経費を負担します。

項目５の懸案事項についてです。財団発足か

ら６年が経過し、経営状況等は順調に推移して

おり、今後は、研修一元化のメリットをいかし、

研修内容の向上や県と市町村職員の連携・協力

の促進をさらに進め、効率的な財団運営を図っ

ていく必要があると考えています。

項目６の今後の対策ですが、平成２７年度か

らフォローアップ調査を実施しており、研修効

果の検証を行った上で、研修内容の改善を図っ

ています。また、県職員と市町村職員の合同研

修の内容充実を図るとともに、県と市町村職員

の人的ネットワーク形成に努めていきます。財

団発足から６年が経過したことから、研修の実

施状況等を踏まえ、組織体制の見直しも検討し

ていきます。

ただいまの報告について、質疑な三浦委員長

どはありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑もないようですので、三浦委員長

次の③から⑤について説明をお願いします。

昨年度までの行財政改革の岩尾行政企画課長

計画である大分県行財政改革アクションプラン

の取組結果について報告します。

お手元の資料、大分県行財政改革アクション

プランの取組結果を御覧ください。

１ページのアクションプランの概要を御覧く

ださい。第２アクションプランのポイントにあ

るとおり、基本目標として、新長期総合計画を

支える行財政基盤の強化、具体的には財政調整

用基金残高３２４億円の確保等を掲げて、第３

取組の柱にあげる１歳入の確保から５多様な主

体との連携・協働の推進までの五つの柱に沿っ

て取組を進めてきました。

次に、２ページ、取組結果の総括表を御覧く

ださい。

表の左半分、１項目数について、計欄及び合

計欄を御覧ください。プランの当初目標総数１

２０項目のうち、３項目は未達成でしたが、プ

ランに掲載していない新規の取組１６項目を含

めると全体で１３３項目を達成し、達成率は１

１０．８％となっています。

次に、表の右半分、２効果額について、合計

欄を御覧ください。当初目標総額７８億４千万

円に対して、新規取組による上乗せや事務事業

の見直し、県有財産の利活用が進んだことなど

により、実績は１３１億８千万円、達成率は１

６８．１％となっています。

次に、３ページでは、プラン期間中の主な取

組をまとめています。そのうち代表的な七つの

取組事例を紹介します。

まずは４ページを御覧ください。一つ目の施

設の廃止・指定管理者制度の導入では、社会教
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育総合センターや総合体育館を廃止するととも

に、別府港北浜ヨットハーバー、新設の動物愛

護センター多目的広場・ドッグラン、県立武道

スポーツセンターに指定管理者制度を導入しま

した。

二つ目の県有財産の売却・有効活用では、旧

別府警察署等の未利用財産の売却や未利用地の

貸付け等により約２７億円の効果を上げるとと

もに、三つ目のネーミングライツの導入拡大で

は、別府港北浜ヨットハーバー等に新たにネー

ミングライツを導入しました。

５ページを御覧ください。四つ目の施設整備

への民間活力導入では、職員宿舎移転整備にお

けるＰＰＰの導入、五つ目の県税事務所の再編

では、佐伯・豊後大野の両県事務所の廃止等に

取り組みました。

六つ目のＩＣＴの活用による業務の効率化と

県民の利便性の向上では、タブレット端末を活

用したモバイルワークの導入、七つ目の権限移

譲の実現では、パスポートの申請・交付手続の

市町村への権限移譲に取り組みました。

次に、６ページ、未達成項目の今後の方針を

御覧ください。

取組項目の１中小企業設備導入資金特別会計

の廃止については、資金の償還にあわせて令和

元年度を目途に特別会計を廃止する予定でした

が、小規模事業者の持続的発展を目的として、

平成３０年度に新たな基金を造成したため、基

金の期限である令和１０年度まで特別会計を継

続することとしました。

次に、２県管理ダムの小水力発電の導入につ

いては、放流水による小水力発電を平成３０年

度から導入する予定でしたが、入札手続に不測

の日数を要したため、運用開始がずれ込み、令

和２年度末に発電開始となる予定です。

続いて、３土地改良財産の市町村への譲与に

ついては、未利用財産２６４種目中１３６種目

の譲与を完了しましたが、所有権の移転や抵当

権の抹消登記の未了といった事情により、譲与

協議が整っていない事案が残っています。今後

とも速やかな譲与に向け、市町村との協議を継

続していきたいと考えています。

最後に、７ページ、アクションプランの基本

目標である財政調整用基金残高と県債残高の推

移を御覧ください。

いずれも令和元年度決算ですが、基金残高に

ついては、左のグラフにあるように、目標額を

２７億円上回る３５１億円となっています。

県債残高については、右のグラフにあるよう

に、国の防災・減災、国土強靱化の事業等を積

極的に受け入れ、災害に強い県土づくりを推進

したことにより、総額が７年ぶりに増加し、目

標額に対し１１６億円多い１兆４２１億円とな

っています。

なお、今年度は、新型コロナウイルス感染症

の拡大防止対策や７月豪雨災害からの復旧・復

興などにより、一時的に財政調整用基金の減少

や県債残高の増加を招くことになるかもしれま

せんが、節約の徹底や歳出の不断の見直し等に

より、中長期的に安定した財政運営を行うこと

ができるよう、しっかり取り組んでいきます。

報第８号損害賠償の額の決定に渡辺人事課長

ついて説明します。

議案書は７２ページですが、総務企画委員会

資料で説明します。資料の２２ページをお開き

願います。

平成３０年６月の大阪地震でブロック塀が崩

壊し女児が死亡した事故を受け、県では県有施

設のブロック塀の緊急点検を行い、危険性が高

いと判断した場合は撤去し、安全なフェンスに

換える工事を実施しました。

その工事において、令和元年７月１７日、大

分県職員住宅の一つである別府独身・単身者住

宅に隣接する土地に築造されていたコンクリー

トブロック塀について、所有者の確認が不十分

であったため大分県のものと誤認し、高さが２.

５メートルあることから災害時に倒壊する危険

性があると判断し、解体の上、撤去したもので

す。

大分県のものと誤認した理由については、建

築から５０年以上がたつブロック塀で、職員住

宅の敷地の形状に沿って建てられており、この

ブロック塀一面に生えていたつたの葉を日頃か

ら職員住宅入居者が切りそろえたりしていたこ
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とから、職員住宅のブロック塀であると思い込

んでしまっていたものです。

解体による損害について、所有者は損害保険

契約を損害保険ジャパン株式会社と締結してお

り、所有者に保険金が支払われました。このた

め、大分県に対する損害賠償請求権は保険会社

へ移転したため、県と保険会社の間で協議を行

ってきました。

その結果、８月２０日に知事の専決処分によ

り、１１８万７，７８０円を賠償額とすること

を決定し、同月２７日に保険会社へ支払を行い

ました。

あわせて、今回、県の誤認によりブロック塀

を撤去したことから、慰謝料と所有者の代理人

の弁護士費用として１００万円を賠償額とする

ことを８月２０日に専決処分により決定し、同

月２７日に支払を行ったことを報告するもので

す。

今後二度とこのようなことが起こらないよう

に、再発防止策として、敷地の境界や所有者の

確認等の基本事項の確認を徹底するとともに、

県有財産に係る調査等においては、所有者が県

である確認がとれているかどうかをあらかじめ

項目に盛り込むこと、施設主管課である人事課

が保管していた職員住宅の設計図面を施設管理

者である別府土木事務所や各振興局にも常備す

ること、関係所属によるダブルチェックにより、

工事設計段階で所有者が確定できていることを

再度確認することを徹底していきます。

お手元の総務企画委員会資料の山口税務課長

２３ページをお開きください。大分県森林環境

税報告書～第３期の検証と今後のあり方～につ

いて御説明します。報告書は別添でお配りして

いますが、こちらの概要で説明します。

平成１８年度から導入している大分県森林環

境税は、５年を１期としており、今年度は平成

２８年度からスタートした第３期の最終年度に

あたることから、有識者等で構成する大分県森

林（もり）づくり委員会において、事業の成果

と今後の在り方について議論が行われました。

その議論の結果が大分県森林環境税報告書と

してまとめられましたので、その内容について

説明します。

まず、１（２）の税収の状況ですが、第３期

の５年間で約１６億７千万円の税収が見込まれ

ています。単年度の税収は３億３千万円前後で

推移しており、毎年安定した額の税収があるこ

とから、報告書では使途事業に計画的に取り組

める財源であると整理されています。

次に、２の第３期大分県森林環境税活用事業

の検証についてですが、（１）にあるとおり、

平成２８年度から令和元年度までの４年間の合

計で約１２億円の事業を実施しています。

事業は、Ⅰ県民生活と自然環境を守る森林づ

くり、Ⅱ森林資源の循環利用による地域活性化、

Ⅲ森にふれ親しみ、森林づくりを支える取組を

三つの柱として実施していますが、報告書では

森林環境の保全と森林を全ての県民で守り育て

る意識の醸成に向けて、幅広い事業が展開され

たとの評価がされています。

次に、（２）の県森林環境税に対する県民の

意識ですが、昨年度実施したアンケート調査の

結果では、税の継続について、個人は８７％、

法人は７７％と、多数の賛成意見をいただいて

います。

一方で、３にあるとおり、本県の森林・林業

を取り巻く現状を見ると、災害に強い森林づく

りの推進や鳥獣被害対策の推進、森林資源の需

要拡大、森林環境教育の推進など、県として取

り組むべき課題がまだまだ多くあると整理され

ています。

こうした状況を踏まえ、４の第４期大分県森

林環境税のあり方については、（１）のとおり、

今後も現行制度のまま県森林環境税を継続し、

森林づくりの課題解決に向けた取組を引き続き

実施していくことが望ましいと結論づけられて

います。

そして、（２）の第４期の取組については、

大分の豊かな森林と木のある暮らしを次世代へ

を大テーマとし、取組の三つの柱として、Ⅰ県

民の暮らしを守る安全・安心の森林づくり、Ⅱ

森林資源の循環利用による地域活性化、Ⅲ森林

を守り親しみ、次世代につなぐ取組に重点的に

取り組むことが望ましいと整理されています。
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県としては、この報告書の内容を踏まえ、今

後パブリックコメントを通じて広く県民の皆さ

んの御意見をお聴きした上で、県森林環境税を

継続する場合には、議案として議会にお諮りし

たいと考えています。

ただいまの報告について、質疑な三浦委員長

どはありませんか。

行革のアクションプランですが、ネー嶋委員

ミングライツは大変結構です。お金を出してい

ただくということでありがたいことですが、施

設の呼称は、施設によって工夫が必要だと思い

ます。

これは港湾課に言うべきですが、別府の北浜

ヨットハーバーは中心市街地に非常に近い、全

国でも例のないヨットハーバーです。富城ヨッ

トハーバーはどこかいということになるので、

やはり別府マリーナ富城とか、別府を冠に付け

て初めて意味があるので、ぜひその辺は御理解

いただき、港湾課にもまた私も申し上げますが、

よろしくお願いします。

ほかにありませんか。三浦委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑もないようですので、三浦委員長

これで諸般の報告を終わります。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、これをも三浦委員長

ちまして、総務部関係の審査を終わります。執

行部の皆さんはお疲れさまでした。

委員の皆さまは、この後、協議を行いますの

で、そのままお待ちください。

〔総務部退室〕

それでは、内部協議に入ります。三浦委員長

まず、閉会中の所管事務調査の件についてお

諮りします。

お手元に配付のとおり、各事項について、閉

会中、継続調査を行いたいと思いますが、これ

に御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、所定の手続を三浦委員長

取ることとします。

次に、県外所管事務調査と参考人招致につい

てです。

県外所管事務調査については、これまで保留

としていたところですが、他県の状況を調べた

ところ、今シーズンは取りやめとしたところや

検討中、また受入れは今後の状況を見てといっ

たところが多いようです。

そこで、県内の先進的な取組について、日帰

り若しくは１泊２日程度で検討してはどうかと

考えています。状況によっては、今日も出まし

たが福岡のｄｏｔ．なども日帰りで行程に加え

るといったことも考えられますが、皆さんいか

がでしょうか。

〔「委員長に一任」と言う者あり〕

それでは、御一任いただいたとい三浦委員長

うことで、副委員長と協議の上、皆さんに御連

絡します。

時期的には、１１月中旬から来年１月中旬ま

でを目途に検討したいと思います。もし調査地

の希望がありましたら、事務局にお知らせくだ

さい。

また、参考人招致についても、御意見があれ

ばお願いします。もしなければ、そちらもあわ

せて検討したいと思います。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、これをも三浦委員長

ちまして、本日の委員会を終わります。

お疲れさまでした。


